
資産の部

科　　　　　目  本年度末 前年度末 増　　減

固定資産 [ 10,984,177,845 ] [ 11,112,254,685 ] [ △ 128,076,840 ]

　　有形固定資産 ( 5,546,492,636 ) ( 5,661,184,813 ) ( △ 114,692,177 )

　　　　土地 442,911,904 442,911,904 0

　　　　建物 3,217,692,375 3,299,218,815 △ 81,526,440

　　　　構築物 70,865,722 86,090,305 △ 15,224,583

　　　　教育研究用機器備品 84,124,242 93,133,363 △ 9,009,121

　　　　管理用機器備品 19,585,575 31,656,341 △ 12,070,766

　　　　図書 1,697,660,038 1,695,041,985 2,618,053

　　　　車両 13,652,780 13,132,100 520,680

　　特定資産 ( 5,175,915,796 ) ( 5,175,253,459 ) ( 662,337 )

　　　　退職給与引当特定資産 780,970,000 780,970,000 0

　　　　減価償却引当特定資産 2,211,278,284 2,209,885,082 1,393,202

　　　　学部学科等引当特定資産 130,941,000 130,941,000 0

　　　　施設設備取替更新引当特定資産 317,982,000 317,982,000 0

　　　　耐震対策引当特定資産 794,066,880 794,066,880 0

　　　　ＳＥＧｓ引当特定資産 208,594,567 208,594,567 0

　　　　第３号基本金引当特定資産 691,144,000 691,144,000 0

　　　　課外活動特定基金 11,676,767 11,676,767 0

　　　　文化学会特定基金 29,262,298 29,993,163 △ 730,865

　　その他の固定資産 ( 261,769,413 ) ( 275,816,413 ) ( △ 14,047,000 )

　　　　電話加入権 3,344,323 3,344,323 0

　　　　有価証券 200,000,000 200,000,000 0

　　　　長期貸付金 46,081,790 59,676,290 △ 13,594,500

　　　　出資金 10,000 10,000 0

　　　　敷金 2,283,300 2,735,800 △ 452,500

　　　　互助会等拠出金 10,050,000 10,050,000 0

流動資産 [ 1,242,192,428 ] [ 1,351,988,280 ] [ △ 109,795,852 ]

　　　　現金預金 1,133,899,353 1,300,038,537 △ 166,139,184

　　　　未収入金 107,952,001 51,152,910 56,799,091

　　　　仮払金 26,240 26,240 0

　　　　前払金 314,834 770,593 △ 455,759

資産の部合計 12,226,370,273 12,464,242,965 △ 237,872,692

負債の部

科　　　　　目  本年度末 前年度末 増　　減

固定負債 [ 652,704,870 ] [ 669,262,664 ] [ △ 16,557,794 ]

　　　　退職給与引当金 631,071,390 626,488,064 4,583,326

　　　　長期未払金 21,633,480 42,774,600 △ 21,141,120

流動負債 [ 207,215,758 ] [ 230,129,831 ] [ △ 22,914,073 ]

　　　　未払金 31,356,858 35,447,369 △ 4,090,511

　　　　前受金 135,480,000 157,408,000 △ 21,928,000

　　　　預り金 40,378,900 37,274,462 3,104,438

負債の部合計 859,920,628 899,392,495 △ 39,471,867

純資産の部

科　　　　　目  本年度末 前年度末 増　　減

基本金 ( 14,313,983,074 ) ( 14,206,750,176 ) ( 107,232,898 )

　　　　第１号基本金 12,715,772,194 12,608,539,296 107,232,898

　　　　第２号基本金 794,066,880 794,066,880 0

　　　　第３号基本金 691,144,000 691,144,000 0

　　　　第４号基本金 113,000,000 113,000,000 0

繰越収支差額 ( △ 2,947,533,429 ) ( △ 2,641,899,706 ) ( △ 305,633,723 )

　　　　翌年度繰越収支差額 △ 2,947,533,429 △ 2,641,899,706 △ 305,633,723

純資産の部合計 11,366,449,645 11,564,850,470 △ 198,400,825

負債及び純資産の部合計 12,226,370,273 12,464,242,965 △ 237,872,692

　貸 借 対 照 表　

令和 8年 3月31日
（単位  円）



(注記) 

1. 重要な会計方針 

引当金の計上基準 

徴収不能引当金 

… 長期貸付金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。 

退職給与引当金 

… 退職金の支給に備えるため、期末要支給額 371,231,000 円の 100%を基にして私立大学退職金財団に対

する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額を計上している。 

その他の重要な会計方針 

有価証券の評価基準及び評価方法 

… 移動平均法に基づく原価法である。 

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法 

… 預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。 

2．重要な会計方針の変更等 

当年度から、学校法人会計基準の一部を改正する省令（令和６年文部科学省令第 28 号）に基づく改正後の学

校法人会計基準（昭和 46 年文部省令第 18 号）を適用し、計算書類及びその附属明細書の様式を変更してい

る。 

3. 減価償却額の累計額の合計額 7,208,709,835 円 

4. 徴収不能引当金の合計額 3,071,000 円 

5. 担保に供されている資産の種類及び額 なし 

6. 翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 42,774,600 円 

7. 当該会計年度の末日において第 4 号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策 

第 4 号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。 

8．セグメント情報 

設定すべきセグメントが、セグメント「その他」以外に一のみであるため、省略している。 

９．重要な偶発債務 なし 

10．子法人に関する事項 なし 

11．学校法人の出資による会社に係る事項 なし 

12．関連当事者との取引の内容 

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 

属

性 

役員・法

人等の名

称 
住所 

資本

金又

は出

資金 

事業内

容又は

職業 

議決権の

所有割合 

関係内容 
取引

の内

容 
取引の金額 勘定

科目 期末残高 

他の注記事項との関係 

役員の

兼任等 
事実上

の関係 子法人 
出資会

社 

学校法

人間取

引 

関

係

法

人 

学校法人 
瀬戸内学

院 

香川

県 
三豊

市 

― 私立学

校 ― 

理事 2

名 
兼任(注

1) 

協力協

定 
書の締

結 

資金

の貸

付 
(注

2) 

859,233,907 
円 

減価

償却

引当 
特定

資産 

239,074,000 

円   
関係あ

り 

(注 1) 相互に理事 2 名を兼任している。 

(注 2) 貸付金利息については市場金利を勘案し、決定している。当該貸付について土地、建物の担保提供を

受けている。 

13．学校法人間の財務取引 

学校法人間の財務取引の内容は、次のとおりである。 

学校法人名 住所 取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高 
他の注記事項との関係 

子法人 関連当事者 

学校法人瀬戸内学院 香川県三豊市 資金の貸付(注 1) 859,233,907 円 減価償却引当特定資産 239,074,000 円  関係あり 

(注 1) 貸付金利息については市場金利を勘案し、決定している。当該貸付について土地、建物の担保提供を

受けている。 

14．重要な後発事象 なし 

15. その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項 

 

 



有価証券の時価情報 

総括表 

 当年度（令和 8 年 3 月 31 日） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 100,000,000 102,260,000 2,260,000 

（うち満期保有目的の債券） 100,000,000 102,260,000 2,260,000 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 1,803,876,000 1,569,403,017 △ 234,472,983 

（うち満期保有目的の債券） 1,803,876,000 1,569,403,017 △ 234,472,983 

合計 1,903,876,000 1,671,663,017 △ 232,212,983 

（うち満期保有目的の債券） 1,903,876,000 1,671,663,017 △ 232,212,983 

時価のない有価証券 41,200,000   

有価証券合計 1,945,076,000   

 

明細表 

 当年度（令和 8 年 3 月 31 日） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

債券 1,503,876,000 1,335,496,600 △ 168,379,400 

株式 0 0 0 

投資信託 400,000,000 336,166,417 △ 63,833,583 

貸付信託 0 0 0 

その他 0 0 0 

合計 1,903,876,000 1,671,663,017 △ 232,212,983 

時価のない有価証券 41,200,000   

有価証券合計 1,945,076,000   

 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

平成 21 年 3 月 31 日以前に開始した所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引にかか

る方法に準じた会計処理を行っており、その内容は次のとおりである。 

リース資産の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高 

教育研究用機器備品 10,032 円 0 円 

 




